
 ４．投資・財政計画（収支計画）

４．２　投資・財政計画（収支計画）の条件説明

　１）収支計画のうち投資についての説明

　投資（建設改良費）の設定については別途作成している年次計画（以下、「市年次計画」）に

基づくものとする。大和郡山市汚水処理構想の計画期間後の平成48年度以降は、既存施設の維持

・更新費用として年間４億円を計上する。

表4.4　投資（建設改良費）年次計画 （単位：百万円）

図4.56　投資（建設改良費）年次計画
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　流域建設負担金を除く投資（建設改良費）に対する国（県）からの補助は28～41％程度を見込

む。

表4.5　国（県）からの補助見込み（年次） （単位：百万円）

図4.57　国（県）からの補助見込み（年次）

　投資（建設改良費）から国（県）からの補助を差し引いた残りのうち、表4.6に示す額を起債す

るものとする。

表4.6　下水道事業債（見込み） （単位：百万円）
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図4.58　下水道事業債（見込み）

　【更新需要予測等による建設改良費見込みとの比較】

　投資（建設改良費）の設定については、上記に示す大和郡山市の年次計画に基づく。一方で検

証のため、ストックマネジメントツールに基づく更新需要予測や下記の業務委託成果から、必要
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・大和郡山市公共下水道再構築基本設計（ストックマネジメント計画）業務委託（平成30年
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・大和郡山市汚水処理構想見直し業務委託報告書（平成28年3月）p66

　これらによる更新需要予測等に基づく建設改良費見込み算定（以下、「更新需要予測等」とす

る）については添付資料－１①に詳細を示す。ここでは市年次計画と更新需要予測等の比較を行

った。
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新需要予測等を上回り、累積でも常に市年次計画が上回っている。これらのことから、市年次計

画は下水道事業に必要な建設改良費を十分に見込んでいることが確認できる。
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図4.59　更新需要予測等に基づく建設改良費見込みと市年次計画の比較

図4.60　更新需要予測等に基づく建設改良費見込みと市年次計画の比較（累積）
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　２）収支計画のうち財源についての説明

　（１）下水道使用料収入

　今後の有収水量及び下水道使用料収入を、下水道水量実績及び将来人口推計等により予測する。

　　イ．行政区域内人口

　行政区域内人口については、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）発行の「日本の地

域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」に記載される推計値を参照した。社人研の推

計値と最新平成29年度の実績値には差があるため、この差分だけ、社人研推計値から加減し

て補正して用いる。 行政区域内人口の社人研補正

　なお、市総合計画の推計人口は人口減少幅を小さくする目標的な意味合いを含むことから、

財政的な観点からは人口減少幅が大きい厳しめの予測値を採用した。

表4.7　行政区域内人口の予測（計画期間まで）

(※)社人研は2015(H28)/10月から5年毎に2045(H57)/10月まで推計値が示されており、毎年度末の人口予測

　　値はこの推計値を内挿して算定している。また平成57年度以降の人口予測値は、前年度までの人口減少

　　率と同じとして算定する。

年度 実績 社人研(※) 差分 社人研補正

実
績

H27 88,013 86,778 ---

将
来
予
測

H30 --- 85,147

---

H28 87,541 86,235 --- ---

86,393

H31 --- 84,604 85,850

H29 86,937 85,691 1,246 ---

H32 --- 83,978 85,224

H33 --- 83,269 84,515

H34 --- 82,560 83,806

H35 --- 81,851 83,097

H36 --- 81,142 82,388

H37 --- 80,380 81,626

H38 --- 79,565 80,811

H39 --- 78,750 79,996

H40 --- 77,934 79,180

H29年度の

差分を社

人研値に

加算する
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　　ロ．処理区域内人口及び水洗化人口

　大和郡山市の公共下水道普及率（処理区域内人口÷行政区域内人口）は平成29年度時点で

95.1％となっている。更にコミュニティプラントや合併浄化槽による処理を加えると、汚水

処理人口普及率はほぼ100%に達しているとみられる。

　今後の拡張は主にコミュニティプラント・合併浄化槽区域を公共下水道に接続する整備計

画となり､「大和郡山市汚水処理構想見直し業務委託（平成28年3月）」では平成37年度時点

の下水道整備率は約95％、平成47年度時点で100%に達するとしている。

　水洗化率（水洗化人口÷処理区域内人口）は、平成29年度時点で93.5%となっている｡

　使用料収入の予測に用いる普及率については、使用料収入を堅実に見積もるように平成47

年度時点で98％、水洗化率について同じく平成47年度時点で95％となり、これ以降一定にな

るとして算定するものとする。

表4.8　処理区域内人口及び水洗化人口の予測（平成47年度まで）
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績
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図4.61　行政区域内人口・処理区域内人口及び水洗化人口の予測（平成80年度まで）

　　ハ．有収率

　有収率は、直近平成29年度の84.0 ％で今後も推移するものとして算定する。

　　ニ．工場排水量及びその他水量

　工場排水量は「大和郡山市流域関連公共下水道の都市計画事業変更認可申請書（平成30年

３月）」（以下、「変更認可申請書」という）に準拠し、工場排水量の合計を9,477 m3/日

で一定として見込むものとする。

　また、本市の衛生センター（し尿処理場）からの排水を下水道で受け入れており、その水

量として同じく変更認可申請書の全体計画に準拠して10 m3/日で一定として見込むものとす

る。

　以上により、9,477+10＝9,487m3/日を工場排水量及びその他水量とする。

　　ホ．家庭汚水量原単位
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　　ヘ．有収水量

　前項までに示された水洗化人口、家庭汚水量原単位、工場排水量及びその他水量及び有収

率の将来予測から、有収水量を算定する。

表4.9　有収水量の予測（平成47年度まで）

図4.62　有収水量の予測（平成80年度まで）
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　　ト．下水道使用料収入

　前項の有収水量にm3あたりの使用料（使用料単価）を乗じて、下水道使用料収入とする。使用

料収入の予測にあたっては、平成31年度予算による使用量予測及び収入から147円/m3とする。

表4.10　下水道使用料単価の実績

図4.63　下水道使用料単価の実績
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　表4.11、図4.64に下水道使用料収入の予測を示す。

　予測は現行料金据え置きの場合の他、近年の全国平均改定率程度である+10%で改定した場合、

及び近年の料金改定率最大程度の+30%で単価を設定し、各年度の水量を乗じて料金収入を予測し

ている（いずれも平成34年度改定）。

表4.11　大和郡山市　下水道料金収入の予測

図4.64　大和郡山市　下水道料金収入の予測
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

　３）収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　経費のうち、建設改良費以外の主な経費は次のとおりとする。

　（１）職員給与費

　現行の職員数を基本として実績と同程度とする。

　（２）修繕費

　実績と同程度とする。

　（３）流域下水道管理運営負担金

　年間処理水量に平成29年度の流域下水道管理運営費負担金実績単価を乗じて算出する。

　（４）その他

　その他、詳細については表4.12、表4.13に示す。
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

　４）投資・財政計画の基本方針

　投資・財政計画を作成するに当たって、前述した以外の項目について以下の基本方針とする。

① 　建設改良費は、市年次計画の通りとし（図4.56）、起債の条件は利率1%、5年据置、25年

の元利均等償還により算定するものとする。

② 　資本費平準化債については、平成30年度以降の建設改良費の起債に対して可能な限り借り

入れるものとする。

　起債の条件は、利率2%、2年据置、20年の元金均等償還により算定するものとする。

④ 　料金改定を行う場合、前回の料金改定から10年後の平成34年度に行うものとする。

⑤ 　不足分を全額受益者負担とする場合、計画期間内(平成40年度)で経常損益をプラスにする

と共に、単年度キャッシュフローがプラスになるように改定率を設定する。

⑥ 　資本勘定繰入金は他会計出資金として取り扱う。
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

計算式 現行料金

1.営業収益 (A) (1)～(3)の合計
(1)料金収入 ケース1 年間有収水量 × H29年度使用料単価（150.0円/m3）

ケース2 　　　〃　　　　H34年度から改定率110％で料金改定

ケース3 　　　〃　　　　H34年度から改定率130％で料金改定

(2)雨水処理負担金
(3)受託工事収益 (B)
(4)その他

2.営業外収益
(1)補助金

他会計補助金(繰入金)
その他補助金

(2)長期前受金戻入
既　存
新　規

(3)その他
収入計 (C)
1.営業費用

(1)職員給与
基本給
退職給付費
その他

(2)経　費
動力費
修繕費
材料費
委託料
流域下水道管理運営費負担金
その他

(3)減価償却費
既　存

新　規

(4)資産減耗費
2.営業外費用

(1)支払利息
既　存
新規（建設改良分）
新規（平準化債）

(2)その他
支出計 (D)

経常損益 (E)=(C)-(D)
特別利益 (F)
特別損失 (G)
特別損益 (H)=(F)-(G)
当年度純利益(又は純損失) (E)+(H)
繰越利益剰余金又は累積欠損金 (I)

1.企業債（地方債）
建設改良に係る起債

2.他会計出資金
3.他会計補助金
4.他会計負担金
5.他会計借入金
6.国(県)補助金
7.固定資産売却代金
8.工事負担金
9.その他
収入計 (a)

(b)

純　計 (c)=(a)-(b)

表4.12　財政収支計画条件表（公共下水道＋特環下水道）【１／２】　

項目

収
益
的
収
支

収
益
的
収
入

将来において0とする。
H31年度予算程度とする。

(1)～(3)の合計
他会計補助金＋その他補助金
市提供資料による（図4.65）
将来において0(ゼロ)とする。

収
益
的
支
出

(1)～(4)の合計
基本給＋退職給付費＋その他

〃

H31年度予算程度とする。

既存＋新規

～H40：市提供資料による。H41～市提供資料より外挿にて算出（図4.66）
～H31：0とする　H32～：H30年度以降の施設等更新費・流域下水道建設費負担金に

対して、平均耐用年数50年(資産台帳より推定)として算出

H25～H29実績平均程度とする。
1.営業費用＋2.営業外費用

利率1%、5年据置、25年償還、元利均等償還により算定

H31年度予算程度とする。

資
本
的
収
入

建設改良に係る起債＋資本費平準化債
市提供資料による（図4.69）

将来において0(ゼロ)とする。
〃

市提供資料による（図4.69）
将来において0(ゼロ)とする。

～H47:20,000千円(H31年度予算程度)，H48～:0(ゼロ)とする。

市提供資料による（図4.65）

前年度純利益(又は純損失)＋当年度純利益(又は純損失)

(1)～(2)の合計
既存＋新規

～H40：市提供資料による。H41～市提供資料より外挿にて算出（図4.67）

利率2%、2年据置、20年償還、元金均等償還により算定

〃
特別利益－特別損失
経常損益＋特別損益

収益的収入計－収益的支出計
将来において0(ゼロ)とする。

～H40：市提供資料による。H41～市提供資料より外挿にて算出（図4.66）
～H31：0とする　H32～：減価償却費と同様の手順で算出。

既存＋新規

H31年度予算程度とする。
H31年度予算程度とする。
H29実績平均程度とする。

年間処理水量 × H29年度流域下水道管理運営費負担金単価（59.73円/m3）
H31年度予算程度とする。

H29実績程度とする。
1.営業収益＋2.営業外収益

動力費＋修繕費＋材料費＋委託料＋流域下水道管理運営負担金＋その他
H31年度予算程度とする。

H31年度予算程度とする。
〃

建設改良に係る企業債償還金－（減価償却費－長期前受金戻入）
資本費平準化債
（新規建設改良分）

〃

資
本
的
収
支

〃
1.～9.の合計

資本的収入のうち翌年度へ繰り
越される支出の財源充当額

将来において0とする。

資本的収入計－翌年度へ繰り越される支出の財源充当額
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

計算式 現行料金

1.建設改良費
職員給与費
施設等更新費
流域下水道建設費負担金

2.企業債償還金
既　存
新規（建設改良分）
新規（平準化債）

3.他会計長期借入返還金
4.他会計への支出金
5.その他
支出計 (d)

資本的収入額が資本的支出額に不足する額(e)=(d)-(c)
収支再差引

1.損益勘定留保資金
2.利益剰余金処分額(減債積立金)
3.繰越工事資金

計(Σ1～4) (f)
補填財源不足額 (e)-(f)
他会計貸入金残高 (g)
企業債残高 (h)
補填財源残高

市提供資料による（図4.68）
〃（図4.68）

1.～5.の合計
資本的収入計－資本的支出計

表4.13　財政収支計画条件表（公共下水道＋特環下水道）【２／２】　

項目

補
填
財
源

当年度損益勘定留保資金補填額(減価償却費＋資産減耗費－長期前受金戻入)
将来において0(ゼロ)とする。

〃
4.その他(建設改良積立金、当年
度分消費税及び地方消費税資本

H30:予算(27,476千円)，H31～30,000千円(一定)

既存＋新規
～H40：市提供資料による。H41～市提供資料より外挿にて算出（図4.67）

利率2%、2年据置、20年償還、元金均等償還により算定
市提供資料による（図4.70）
将来において0(ゼロ)とする。

1.～4.の合計
(資本的収入額が資本的支出額に不足する額)-(補填財源合計)

存在しない
前年度の企業債残高－当年度の企業債償還金＋当年度の企業債

前年度補填財源不足額－当年度補填財源不足額－前年度損益勘定留保資金＋当年度損益勘定留保資金＋当年度純利益

(純利益又は純損失)－資本的収入額が資本的支出額に不足する額

資
本
的
収
支

利率1%、5年据置、25年償還、元利均等償還により算定

H29実績程度とする。

資
本
的
支
出

職員給与費＋施設等更新費＋流域下水道建設費負担金
H31年度予算程度とする。
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

図4.65　他会計補助金、他会計出資金（繰入金）

図4.66　既存資産に対する減価償却費および長期前受金戻入
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

図4.67　既存企業債に対する償還金及び支払利息

図4.68　施設等更新費および流域下水道建設負担金
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 ４．投資・財政計画（収支計画）

図4.69　建設改良にかかる起債および国（県）補助金

図4.70　他会計長期借入返還金
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